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                         令和７年 12月 11日 

 

令和７年度第３回消費生活意識調査結果について 

 

１．調査の目的とテーマ 

 

２．調査の方法 

 全国の 15歳以上の男女 5,000人を対象に、インターネットによるアンケート

調査を実施。 

 

３．調査結果のポイント 

（１）「消費者志向経営」に係る関心度 

「消費者志向経営」の内容を説明し、考えていただくきっかけをつくることを意図して、

「企業における社会課題解決に向けた取組事例」（※参考資料１を参照）や、「消費者志向経

営の概念」を提示した。  

その上で、どの程度「消費者志向経営」に興味を持ったか聞いたところ、興味を持ったと

回答した人（「興味を持った」又は「ある程度興味を持った」と回答した人）の割合は、50.3％

と昨年度とほぼ同水準であった。年代別では、70歳代以上が最も高く（62.3％）、次いで 60 

歳代（52.6％）、10歳代（50.8％）の関心度が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における消費者志向経営の関心度（全体）は 51.4％ 

 

図 1 「消費者志向経営」に係る関心度 

 

  

「消費生活意識調査」では、消費者の意識や行動、消費者問題等について、

その時々のテーマで随時調査を実施しています。令和７年 11月は、「消費者

志向経営」を中心に調査を行いました。 
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（２）「消費者志向経営」の取組の認知度 

企業が「消費者志向経営」に該当する取組を行っていることについて知っていたか聞いた

ところ、知っていたと回答した人の割合は 15.5％と昨年度とほぼ同水準であった。年代別

では、70歳代以上が最も高く（19.0％）、次いで 20歳代（17.7％）、60歳代（16.4％）の認

知度が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における消費者志向経営の取組の認知度（全体）は

15.4％ 

 

 

図２ 「消費者志向経営」の取組の認知度 
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（３）企業が「消費者志向経営」に該当する取組を推進することへの期待感 

企業がコストをかけてでも「消費者志向経営」に該当する取組をすべきか聞いたところ、

取り組むべきと思うと回答した人の割合は 65.0％であった。年代別では、70歳代以上が最

も高く（78.3％）、次いで 60歳代（71.7％）、10歳代（63.8％）の期待感が高かった。 

 

 

図３ 企業が「消費者志向経営」に該当する取組を推進することへの期待感 
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（４）「消費者志向経営」に取り組んでいる企業の商品等の購入意向 

「消費者志向経営」に取り組んでいる企業の商品・サービスを購入したいか聞いたところ、

購入したいと回答した人（「購入したいと思う」又は「ある程度購入したいと思う」と回答

した人）の割合は、65.4％と昨年度から上昇した。年代別では、70 歳代以上が最も高く

（78.3％）、次いで 60歳代（71.0％）、50歳代（64.1％）の購入の意向が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における商品等の購入意向（全体）は 60.6％ 

 

 

図４ 「消費者志向経営」に取り組んでいる企業の商品等の購入意向 
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（５）「消費者志向経営」に取り組んでいる企業の商品等に対する価格許容度 

「消費者志向経営」に取り組んでいる企業に賛同し、その商品・サービスを選ぶ場合、他

の商品・サービスよりどの程度なら割高であっても購入したいか聞いたところ、「割高でも

購入したいと思う」と回答した人（「割高（30％程度以上）に関係なく購入したいと思う」、

「ある程度割高（10％以上 30％程度未満）でも購入したいと思う」又は「少し割高（10％程

度未満）でも購入したいと思う」と回答した人）の割合は、55.7％と昨年度から上昇した。

年代別では、70 歳代以上が最も高く（62.1％）、次いで 20 歳代（61.8％）、10歳代（57.7％）

の価格許容度が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における価格許容度（全体）は 47.4％ 

 

 

図５ 「消費者志向経営」に取り組んでいる企業の商品等に対する価格許容度 
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（６）「消費者志向経営」に取り組んでいる企業への就職・求職に係る希望 

就職活動や求職活動（転職のための活動を含む）を行うとした場合、企業における「消費

者志向経営」の取組状況を確認し、判断材料にしたいか聞いたところ、判断材料にしたいと

回答した人（「判断材料にしたいと思う」又は「ある程度判断材料にしたいと思う」と回答

した人）の割合は、48.9％と昨年度とほぼ同水準であった。年代別では、70 歳代以上が最

も高く（61.5％）、次いで 60歳代（52.9％）、10歳代（47.7％）の希望が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における就職・求職に係る希望（全体）は 45.0％ 

 

 

図６ 「消費者志向経営」に取り組んでいる企業への就職・求職に係る希望 
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（７）「消費者志向経営」に取り組んでいる企業への取引・投資に係る希望 

取引相手や投資先を選定する際、企業における「消費者志向経営」の取組状況を確認し、

判断材料にしたいか聞いたところ、判断材料にしたいと回答した人（「判断材料にしたいと

思う」又は「ある程度判断材料にしたいと思う」と回答した人）の割合は、54.6％と昨年度

とほぼ同水準であった。年代別では、70 歳代以上が最も高く（68.5％）、次いで 60 歳代

（60.0％）、50歳代（51.2％）の希望が高かった。 

※ 令和６年度「消費生活意識調査」における取引・投資に係る希望（全体）は 50.3％ 

 

 

図７ 「消費者志向経営」に取り組んでいる企業への取引・投資に係る希望 
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［参考資料１］ 企業における社会課題解決に向けた取組事例 

 

企業による取組事例 
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［参考資料２］ 消費者志向経営優良事例表彰について 

 

○ 消費者庁では、平成３０年度から消費者との共創・協働による社会課題の解決に繋が

る事業者の優れた取組を表彰する「消費者志向経営優良事例表彰」を実施している。 

○ 本表彰活動を通して、事業者の優れた取組を広く周知し、消費者志向経営が社会の基

本認識となることを目指している。 

 

令和６年度内閣府特命大臣表彰 花王株式会社の取組事例 

  

 

調査に関する問合せ先 

消費者庁参事官（調査研究・国際担当） 

TEL : 03(3507)9330（直通） 

内容に関する問合せ先 

消費者庁参事官（公益通報・協働担当） 

TEL : 03(3507)9181（直通） 


